











































































































区 保有台数（子台） 交通事故件数 死　者　数 負傷者数 自動軍保分 険の構成
年 台　数 指数 件　数 指数 人　数 指数 人　数 指数 比　（含自別 賠責）碗）
昭20 1140．8 8，706 ■ 3，365 20 9，094 ■ ■
25 414 2 33，212 ■ 4，202 25 25，450 ■ 3．3
29 1．338 7 93，869 ■ 6，374 38 72，390 一 7．1
30 1．502 8 93，981 一 6，379 38 76，501 一 I0．7
33 2，404 13 288，193一 8，24849 185，396■ 13．6
35 3，404 18 449，9ユ7一 12，055 72 289，15629 20，0
37 4，922 26 479，825凹 11，445 68 313，813 2 24．7
39 6，985 37 557，18377 13，318 73 401，11741 39．4
40 8，123 43 567，28679 12，484 74 425，66643 41．1
43 14，022 74 635，05688 14，256 85 828，07184 50．8
45 18，919100717，080ユ00 16，765100981，096100 57．1
47 23，869126659，28392 ユ5，918 95 889，19891 55，3
49 27，870147490，45268 11，432 68 651，42066 50．3
50 29，143154472，93866 10，792 64 662，46763 51．3
53 35，179186463，76165 8，783 52 592，97161 52．0
55 37，333197476，67766 8，760 52 598，71961 48，4
57 42，678225502，26170 9，073 54 626，19264 46．3
59 46，417245518，64272 9，262 55 644，32166 45．1
60 48，268255552，78877 9，261 55 681，3469 43．1
63 55，137291614，48185 1O，344 61 752，84576 38．4
平2 60，498312643，09789 11，227 67 790，29580 41．1
4 64，498340695，3喜597 11，451 68 844，00386 43．8
5 66，279350724，675ユ01 10，942 65 878，63389 43．4
6 68，104360729，457ユ02 10，649 64 881，72390 44．8
7 70，106371761，789ユ06 10，679 64 922，67794 44．7
8 71，776379771，084ユ07 9，942 59 942，20396 44，4
9 72，857385780，399ユ09 9，640 58 958，92598 45．2
10 73，688389803，878ユ12 9，211 55 990，675101 47．0
注　1．自動箪保宥台数は運輸省資料による（原動機付白転車，小型特殊白動箪を含まず）。数字
　　　は年度末現在の台数（ただし，23，以年度のみ12月現在）。
　　2．交通事故は警察庁資料による（暦隼1月一12月）。
（出奥）　自動箪俣険料率算定会資料。
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皿．自賠法の立法趣旨
（1）1955年7月13日の衆議院運輸委員会において，本法案が「自家保険
（障）」（1970年に廃止＝後述参照）を認めたのは100台以上を保有するバス会社
および300台以上を保有するタクシー・ハイヤー会社など大手運送会杜の猛反
対を静めるためであったのではとの永山忠則委員の質間に答えて，三木武夫運
輸大臣（当時）は以下のように答弁している。
　「われわれがまっすぐに一筋に考えたのは，日本のような場合に，箏故が
起って何らの給付を受けない多数の不幸な人々のために，何とかこれを救済で
きないかということが，この法律を貫いた精神である。」（衆28号p，6）
　本法案の立法趣旨は三木運輸相のいわれたとおりであったであろう。なお，
上記に見える「自家保険（障）」容認問題については本稿の第X　V項で詳述する。
（2）1955年6月2日の参議院運輸委員会において，政府委員である眞田登運
輸省自動車局長（当時）も，本法の目的（第1条）について，以下のように答
弁している。
　「自動車事故による人身事故における損害賠償を保障する制度を確立するこ
とによりまして，被害者の保護をはかるものであることを宣明するものであり
ますが，同時に本制度が反射的効果として自動車所有者側の経理的墓礎の安定
をもたらし，自動箪運送の健全な発達にも資するものなることをも規定するも
のであります。」「なお，本法案におきましては人身事故のみを対象とし，物的
事故を対象から除外しておりますのは，制度の漸進的実施を期したものであり
ます。」（参12号p．2）
　以上の眞田政府委員の答弁を見ると，本法の目的が二つあったことが分かる。
すなわち，一は損害賠償を保障する制度を確立することによる被害者の救済と，
二は保険制度を通じての経理的基礎の安定による運輸業の健全な発達である。
なお、後段の答弁により，当時の政府関係者が当面は人身事故の救済のみを図
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るが，将来は物損も担保範囲に加える腹づもりであったことがうかがえる。
w．外国法制（自動車運行者の責任に関する特別立法）
（1）1955年6月2日の参院運輸委での眞田登政府委員（前出）の答弁。
　「諾外国におきまして，自動車事故による被害者を救済するため，自動車損
害賠償保障制度がつとに確立を見ましたのも，このような事情のもとにであり
ました。最初の立法例は1908年にオーストリアにおいて見られ，その後1930年
代にかけて各国において成立を見るに至ったのであります。」（参12号p．1）
　上記にいう「このような事情」とは，眞田委員の言葉を借りれば，以下の通
りである。「産業革命によってもたらされた機械文明の高度の産物ともいえま
す自動車が，生産社会はもとより私どもの消費生活にまでも深く浸透して参り
ました昨今におきましては，その■高速度化，大型化および輻湊化によりまして，
国民のすべてが日夜自動車に接し，その危険にさらされているからでありま
す。」（同上・同頁）
（2）1955年6月13日の参院運輸委公聴会での公述人・加藤一郎東大助教授
（当時）の発言申に以下のものを見出す。
　「自動車責任について特に取りあげてみますと，20世紀の初めごろからその
立法が唱えられて参りまして，まず1908年にオーストリアで最初の立法がで
き（1〕，続いて1909年にドイツ，そのほかヨ』ロッパの大陸諸国では1930年ごろ
までに大体自動車責任を認める特殊立法が生まれて参ったのであります（2〕。た
だ，フランスにおきましては判例によってそれが（自動車運行者の責任の加重
創1〕　「自動章の運行により惹起した損割こ関する法葎」く木宮高彦・羽成守・坂本司朗r注釈・自
　動車損審賠償保障法」（有斐閣・昭和61隼11月））p－3回
12）　「1909隼には，ドイッで「自動草交通法」が成立し、爾後，イタリア，フランス（1912隼），
　スウェーデン（1916年），オランダ（1920隼）．ノルウェー（1925隼〕，フィンランド（1926隼），
　デンマーク（1927隼），ハンガリー・ポーランド（1928年〕，スイス（1930年）、チェコスロヴァ
　キア／1935隼）の各自動箪交通法において採用されている。」上掲書・同頁。
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のこと一鈴一木注）果されておりますし，イギリスやアメリカにおいても，これは
判例上重い責任が認められるようになってきております。」（参公1号pp．1，2）
V．無過失責任主義
（ユ）ユ955年6月2日の参院運輸委において，政府委貝である眞田局長（前
出）は本法が採用した「無過失責任主義」について，以下のごとく述べている。
　「現行民法によりますと，被害者は故意または過失が加害者側にあることを
自分の方で証明しませんと，第709条による損害賠償を受けられないことに
なっておりますが，一自動車事故の発生が不可避的なものと観念せざるを得
なくなった現状におきましては，被害者の保護をはかるために必ずしも衡平な
ものとはいえなくなって参ったのであります。」「ここにおきまして，自動車事
故と同じく，高度の機械文明が不可避的にもたらすものといえます工場災害及
び鉱害に対し，つとに採用されております無過失責任主義にならいまして，自
動箪事故に対しても，その賠償責任を無過失責任主義へ接近させることにした
のであります。」「（自賠法）第3条は，一挙証責任及び責任の主体に関しま
して，民法（709条一鈴木注）の特例が認められるわけでありますが，最近に
おける判例を見ましても，訴訟法的にはすでにこのような線（無過失責任主義
と保有者責任申心主義のこと一錆木注）に近づいている模様であります。」（参
12号P，2）
（2）自賠法第3条が規定する「無過失責任主義」に関する説明は，1955年6
月ユ3日の参院運輸委公聴会における公述人・加藤一郎東大助教授（当時）の発
言がもっとも詳細，かつ，もっとも正鵠を得ている。よって以下では少し長文
であるがその全文を紹介しておきたい。
　「第1の自動車事故についての一種の無過失責任の点でございますが，これ
は民法におきましては昔から過失責任の原則というのが唱えられております。
過失責任の原則と申しますのは，ある意味では進んだ主義でございまして，昔
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は一定の緒果が生ずれば必ず責任を負うということが行われておりましたけれ
ども，それではわれわれの活動の白由を保障する上に必ずしも適当でない。で，
故意過失のない限り責任を負わないということにして，われわれの活動の自由
をいわば裏の面から保障するという点に過失主義の意義があったわけでござい
ます。」「ところが，19世紀の後半ごろにおきましてから大企業が発達して参り
ますと，過失資任の原則では必ずしも損害の公平な分担がはかられないという
ことが出て参りました。大企業が活動いたしますと，そこから必然的に一定の
損害が生ずる。しかも被害者の方に必ずしも責むべき点ばかりがあるわけでも
ないのに，被害者が賠償を取れないという事柄が出て参ったのでございます。
そこで，学説の上でも無過失責任論というのが唱えられて参りまして，それが
立法の上にも反映をして参ります。立法の上ではまず労働災害について，続い
て鉄道，自動車，航空機というような危険物から生ずる責任について，各国で
無過失責任的な立法が行われて参りました。」「わが国でも，これに伴いまして，
明治の末ごろから，工場災害などについては災害補償の制度ができて参ります。
そのほかに，現在では鉱害賠償制度について無過失責任が認められております
し，それから独占禁止法におきましても独占から生ずる損害について無過失責
任が認められております。」「このように無過失責任が認められて参りましたの
は，特殊な危険が増加をしてきて，それで無過失責任を認めて聞接的に注意義
務を加重する，それによって事故の発生を予防するという意味が一方でござい
ますとともに，他方では，その損害が一定の予期し得べき損害である，企業の
計算において一定の確率をもって事業の経費として取り入れていくことが可能
なような，予期し得べき損害であるということから，それを填補するのがやは
り企業の責任であるというようなことが考えられて参りました。」
（中略＝上述のlV（2）参照）
　「今回の法案を見ますと，その3条に特殊を自動車責任のことが規定されて
おります。これは大体ドイッ法に一番似ているように思われますが，今日まで
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の各国の特殊立法の成果を大体収り入れたものである。そういう意味で，妥当
な立法であると思われるのであります（3）。これは一応自動車を運行しているも
のに責任を負わせまして，ただし書で，その免責事由を認めております。これ
は，民法の709条によりますと挙証責任が被害者側にあるのを，転倒したよう
に見えます。つまり，挙証責任を転換しているというように思われますが，こ
の法案はさらにそれ以上に出まして，ある意味での無過失責任をみとめている
のではないか。」「つまり，挙証責任を転換しただけならば，運行をしている者
が無過失を挙証するだけで責任を免れるはずでありますが，これはさらにそれ
以上に，相手方の故意過失というものを立証しなければならないという点まで
進んでいるわけでありまして，挙証責任の転換より一歩進んで，一種の無過失
責任を認め，それに一定の免責事由をつけているというように思われるのであ
ります。一免責事由の広さが結局問題になるわけでありますが，この法案は
その点で比較的免責事由をしぼっている方ではないかと思われます。」
　「ドイッなどよりは幾分免責事由が狭い。それからドイツでは損害の場合の
最高額を，この特殊立法によって賠償すべき最高額を法定しておりますが，こ
れはそういう隈度がないという点からいいまして比較的広い責任を認めている
と思われます（4〕。」
　「実際にはこのような重い責任を認めましても，責任保険でカバーされる限
度においてはこの（軍の一鈴木注）保有者が直接に損害を受けることはないわ
けでありまして，結局，責任保険でカバーされない部分，すなわち保険の限度
を越えた損害の場合と，それからどろほうが運転している場合と，その二つに
13〕白賠法制定に文字通り指導的役割を果たされた故我妻　栄東大教授（当時）も，以下のごとく
　述べて法案の出来映えに自信のほどを示されている。「この法律の内容およびその採用している
　保険制度は，今日まで世界の各地で行われた制度のうちの最も進んだ点をほとんどすべて取り入
　れている咀その意味では，世界で最も進歩した法律だといってよい。」（「比較法研究」13号
　く1956（昭和31）隼〕p－18，r民法研究V1債権各論』（ユ969年・有斐閣）p．329）。
14〕同旨：我妻・上掲書p，317。
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3条が特に重い責任として表われてくるのであります｛5〕。」（参公1号pp．1，什2）
　以上に紹介した，若き日の加藤一郎先生の自賠法3条の解説には先生の不法
行為法への造詣の深さが遺憾なく発揮されており，その論旨は今でも十分な説
得力をもつ。なかでも，過失責任主義のもつ人間活動の自由を保障する有意義
な側面についての言及や，自賠法3条が単なる立証責任の転換の域を超え，実
質は一種の無過失責任を規定したものではないかと喝破されている点など，傾
聴に値する。すなわち，自賭法3条の下で自動箪運行者が賠償義務を免れるに
は単に自己の無過失を立証するだけでは足りず，加えて被害者または第三者に
故意過失があったことまでも立証する必要がある点に言及されていることがそ
れである。明快で妥当な解説といえよう。さらにまた，この自賠法案3条に規
定する無過失責任が自賠責保険の保険金額の範囲内にとどまらない点で，ドイ
ッの「自動車交通法」よりその及ぶ範囲が広い点に言及していることも，皿注目
に値する（自動車保険料率算定会’『自動箪保険の概況ガ（平成ユ0年度）p．1i8
参照）。
w．強制保険
（1）加害者の無過失責任と並んで自賠法が採用したいま一つの重要な柱であ
る「強制保険」・に関して，参院の公聴会に公述人として招かれた加藤一郎助教
　　　　　　　　　　　　　　う人もく授（前出）は，次のようにその慈蓄を披渥されている。
　「歴史的に見ますと，各国ではまず特殊立法によって重い責任を保有者に認
め・ることが先に出て参りまして，そのあとで強制責任保険制度というのがとら
れているようであります。たとえば，、ドイッにおきましては，1909年に一種の
無過失責任が認められながら，強制責任保険制度がとられましたのは工933年
㈲泥棒運転の場合にはその車に付1’ている白曄保険のカパーは＝原員咀として泥雫である加害者
　のためには働かないから、という意味であろう。
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（1939年の誤りと恩われる一鈴木注）でありまして，その間約30年の間がござ
います。大体強制保険制度は各国でできておりますが，それができましたのは
30年代，1930年代が多いのであります。」「無過失貢任がある程度必然的に強制
責任保険制度というものを要求するという点があると思われるのであります。
無過失貢任を認めますと，加害者側では予測し得ない損害をある程度払うよう
な危険も出て参ります。（過失責任の下では支払わなくて済んでいたものが支
払の対象になる。すなわち，支払う「場合」の増大の恐れ一鈴木注）それに
よって，大企業がつぶれるというような危険もある。そこで，そういう危険を
強制責任保険制度によって保険をしなければならないということになってくる
のであります。」「しかも一，このような危険（無過失責任採用にともなう賠
償金の支払機会の増大危険十鈴木注）というものは，その個人の企業者にとっ
ては予期し得ない場合があるかもしれないけれども，全体として見れば，一定
の事故率というもので確率的には予測し得る損害になっておるのであります。
ですから，これを保険することが可能になってくるのであります。」「この責任
保険制度は無過失責任から生まれたということができるのでありますが，逆に，
責任保険制度ができましたことによって無過失責任を容易にするという面もあ
るのであります。無過失責任というものは，責任保険制度の基礎なしには，そ
の実行を期しがたいというふうにも言われておりまして，いわば両者が持ちつ
持たれつの関係にあって，お互いに相手方を要求し合うという点があるのであ
ります。」「この責任保険制度を損害賠償という点から見ますと，責任保険制度
によって加害者側は一種の自衛手段を講じることができる。これに対して，被
害者側はそれによって救済を受けることができる。いわば加害者側の利益と被
害者側の利益とをこれによって統一的に保障する，それによって責任を社会化
するという面があるわけであります。それは同時に，遇失責任の原則と無過失
責任の原則とをこれ（責任保険制度のこと一鈴木注）によって統一的に把握す
るという面があるのでありまして，その意味で，責任保険制度を強制するとい
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う点も，法律的な見地からして，大へんけっこうなのではないかと思うのであ
ります。」（参公1号p．2）
　以上，加藤一郎先生の所説を長々と紹介したが，これを見ても加藤先生が無
過失責任と責任保険制度との相関関係を実に的確に捉えておられたことが分か
る。無過失責任を採用することによる加害者責任の加重を責任保険を用いて確
定費用化し，もって加害者または加害企業の経営の安定を図る一方，被害者の
救済も強制保険によりきわめて合理的かつスムーズに行われる点を見事に捉え
ている。
V皿．社会保障的色彩
　この法案をめぐる審議では，「社会保障的性格（色彩）」という言葉がしばし
ば聞かれる。本項では，この言葉のもつ意味を探ってみたい。
（1）1955年7月14日の衆院運輸委において永山忠則委員は以下の主張をされ
ている。「自動車損害賠償責任保険が今法案として提出されておるのでござい
ますが，それは加速度的に，不可避的に事故が増大しておる，ここで国家保障
的ないしは社会保障的性格をもって，被害者を救済しようということが（本法
案の一鈴木附加）大目的なのでございまして，われわれはこれに敬意を払って
おるのでございますけれども，今臼経営が最も苦しい状態で，気息えんえんな
弱い中小企業の業者だけの責任においてこの国家保障をやろうというところに，
非常な本案の欠点があるということを今論議をいたしておるのでございます。」
（衆29号P山2）．　　　．　、　．　皿　　、　」　　、、
（2）1955年6月2日の参院運輸委において眞田登政府委員（前出）は，法案
の第25条に関し，以下の答弁をしている。「第25条は，保険料率の認可基準を
設け，その算定に当りましては，適正原価主義をとり，営利目的の介入を許さ
ないことにしております。この措置は，本保険運営におきましても最も重要な
ものでありまして，保険会社を保険者としながらも，本制度の社会保障的色彩
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にかんがみまして，保険運営において非営利性を確保しようとするものであり
ます。」（参12号p．3）
　この答弁を見ると，第25条が適正原価主義を採用して営利目的の介入を排除
した理由に「本制度」の「社会保障的色彩」を挙げ，かつ，この「営利目的の
排除」が本保険運営上最も重要なものだとしている。したがって，ここでは，
新生の強制保険である自賭責保険の運営を営利企業である民営の保険会社に委
ねるが，本保険のもつ社会保障的色彩ゆえに，保険会社が本保険から利益を上
げることは許されないのだということを率直に明らかにしていると言えよう。
（3）なお，この「社会保障的色彩」という言葉は後に触れる「政府再保険」
のところでも言及されている（後述・第虹項参照）。
（4〕さらに，1955年6月17日の衆院運輸委において，参考人として出席した
京極友助日本トラック協会副会長（当時）は，以下のように発言。「この保険
は，たとえば健康保険とか失業保険等と異なりまして，受益者はその契約者自
身でぱなく一問接には受益者となる場合もありますけれども，直接の受益者
は被害者でございます。そういう意味から，あるいはまた強制保険である意味
から，またひき逃げ等の賠償も行うのだというような意味，あらゆる意味から
申しましても，これは非常に社会保障的制度でございます。」（衆22号p．3）
（5）さらにまた，1955．7．13の衆院運輸委において，三木国務大臣は本保険
の社会保障的性格について，以下のように言及している。「この賠償法案がそ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　て巷のまま社会保障だとは私は思わない。まあ社会保障的という的を使えば言えま
しょうが，そのまま社会保障だとは私は思いません。あるいは外国においても，
これは杜会保障だとは言えないと恩う。まあしかし日本のような場合は，これ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　て善は社会保障的性格ということは言えるでありましょう。こういう点で的にして
も，杜会保障的性格を持っておるのですから，少し国の事務費でなしに，保険
金の糖助もやはり取りたいと思いました。」（衆28p．5。ルビは鈴木が附加）
　以上の三木国務大臣の発言は，本制度の性格を考える上で大いに参考になろ
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う。なお，ここで本法案の意図する制度をなぜ「社会保障的」と呼ぷかを考え
てみると以下の諸点が思い浮かぶ。すなわち，①自動車を利用する者の貢任を
無過失責任化したこと，②自動車の所有者に自賠責保険への加入を義務づけた
こと，③保険者に保険の引き受けを義務づけたこと，④保険料の低廉化により
車の所有者の保険加入を容易にしたこと，⑤ノーロス・ノープロフィット原則
を導入したこと，⑥6割再保により国にも責任の一部を負担させたこと，⑦保
障事業によりひき逃げ車・無保険車事故の被害者の救済を図ったこと，⑧被害
者に保険者への直接請求権を認め，かつこの権利の差し押さえを禁じたことな
ど，この制度をめぐるすべてが自動車事故被害者の救済に収敷している。ゆえ
に，保険の引き受け手が国その他の公的機関でないという一点を除けば，きわ
めて社会保障的あるいは公保険的な制度と言いうるのである（6〕。
V皿．ノーロス・ノープロフィット原則
　法案の第25条が規定するこの「ノーロス・ノープロフィット原則」は，上述
の「杜会保障的」という本制度の有する性格と表裏一体の関係にある原則で，
本制度が自動車事故被害者の迅速・確実・公平な救済を至高の目的としている
ところから，このような言葉や原則が派生してくるわけである。それゆえ，こ
16）白賠法生みの親ともいえる故我妻　栄教授は，社会保障的色彩濃厚なこの新設の強制保険（自
　賠責保険）を国営とせずに民営損保会社の取扱としたことに関し，以下のように強く批判してい
　る凸「責任保険の強制という制度をいま新たに採用しようとするときに、私企業としての保険会
　社を利用し，かような複雑な機構をとらねばならない理由は，どこにあるのであろうか。」「この
　法律では，加害者が悪意であって保険会社の責任のない場合にも，保険者は（保険金を一鈴木附
　加）絞害者に支払うべきだとして，支払ったものは国が会社に檎償する竈仮護金はすべて保険会
　社が支払うことにして，支払う必要のないものであったら国が会社に檎償する。こんな複雑なこ
　とをしないで，国が直接に保険事藁そのものを管理してなぜ悪いのであろうか。労働者災害補償
　保険のような一種の社会保険としてなぜ悪いのであろうか。一わが国で，今日新たに，自動車
　損箸賠償貢任についての強制俣険割度を採用し，しかも国自身がそれほどまで関与しようとする
　際に，しかもなお私企業たる保険会社を中心としなけれぱならない，あるいは，少なくとも，し
　た方がよい，理由はどこにあるのか，私は遂にこれを理解することができない。」（我妻・前掲書
　P．335）。
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の問題は前項で触れたところでほぼ尽きているといえるが，敢えて一二付け加
えれば以下のごとし。
（1）1955年6月17日の衆院運輸委において，京極友助参考人（前出）は以下
の発言をしている。「要するに保険料が安くならなければ，この法案に対して
は，法案そのものにもわれわれは反対せざるを得ないということになるのであ
ります。」「保険会社はどこまでもこの事業につきましては，いわゆる国家機関
の代行という意味で，営利を目的とせず，現在でも自動車保険は引き合わない
ということを伺っておりますが，引き合わないままでごしんほうなさって，こ
れによって利益を見るということでなくやっていただきたい。」（衆22号p．4）
（2）同じ1ヨの委員会に参考人として出席された宮域孝治共栄火災社長（当
時）の発言。「本法案は，自動車の事故で人の生命または身体が損害を受けま
したときに，その損害について，いかなる場合でも原則として賠償がなされる
という制度を実現しようとするものでありまして，きわめて社会性に富んだ公
共的なものとして，私どもはその趣旨において賛意を表しておるのでございま
す。」「私どもはこの非営利の点についてもちろん反対するものではございませ
んが，利益を上げる必要はないが，しかしその反面損失のないように，すなわ
ち収支相償う道を考えなければならぬのでございます。」（衆22号pp．4，5）
　当時の損保業界を代表しての宮域社長の上の発言は法案の成立にきわめて協
力的で，論旨も妥当なものといえる。特に強制保険である自賠責保険の引受を
要請されている業界の代表として，当時の状況下，非営利の点はやむを得ない
としても，マイナスを背負うことだけは困るとの発言は，業界の真意を代表す
るものと受け取れる。
（3）1955年6月14日の参院運輸委での片岡重文委員の発言。「過般私の聞い
たところによりますと，某保険業者がきわめて熱心にこの法案の通過をはかっ
ている。そのはかる理由については，もちろんこの保険業者が熱心に運動する
ことですから，その意図するところはもう申し上げるまでもなくおわかりのこ
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とと思う。」これに対し，時の三木武夫運輸大臣は以下のごとく答弁している。
「政府が提出をいたしました意図は，保険業者を利するようなことは毛頭考え
ていないのでございまして，またそれによって動かされている事実は全然ない
ということを御信頼願いたいgでございます。」（参17号p．11）
（4）1955．6．30の参院運輸委公聴会に公述人として出席された園乾治慶鷹義
塾大学教授（当時）は，第25条に関して以下の意見を開陳している。「わざわ
ざここに階利の目的の介入』ということ；‡うたわなくても，前段の『能率的
な経営の下における適正な原価』ということで十分ではなかろうかと思うので
あります。」「資本主義社会における一般の事業に対する極端な制限ということ
にもなろうかと考えられますので，前段だけでこの規定は十分ではないかと考
えるのであります。」（参公ユ号p，4）
　なお，間題の自賠法25条は，1996（平成8）年12月の改正で下記のように変
更され，その結果それまで同条に存在した「営利の目的の介入があってはなら
ない」という文言は削除された。それゆえ，自賠法発足後41年ぶりに上述の園
教授の指摘は現実のものになったと言える6すなわち，」「［白賭責保険（共済）
の保険料率（共済掛金率）は］能率的な経営の下における適正な原価を償う範
囲内でできる限り低いものでなければならない。」上記の改正によっても，25
条の基本的考え方（料率の算定に当たり利潤分を含めてはならないというこ
と）には何の変更もないとのことである。・
　自賠法が自賠責保険の引受を私企業である保険会社に強制しながら，しかも
なお「ノーロス・ノープロフィットの原則」を採用したことに関して，故我妻
教授と親交のあった米国ρ工一レンツヴァイク教授（Prot　Albert　A－Ehren－
ZWeig）は大いなる疑問を呈しておられる。すなわち，「もし私企業を利用する
なら合理的利潤を認めるのが当然であり，それによってこそ企業の合理化がで
きる，それを認めないなら，私企業を利用すべきでない，というのが工一レン
ッヴァイク教授の考えである。」我妻教授はこのような工一レンゾヴァイク教
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授の主張に一定の理解を示しながらも，「それほどまでにして（合理的利潤を
認めてまでもの意一鈴木注）保険会社を利用しなければこの保険事業が管理し
えないものかどうか」と逆に疑問を呈している（我妻・上掲書p，337）。以上
に紹介した日米両学者の基本的見解の相違は，交通事故被害者の救済間題まで
も自由競争と自己責任原則によって処理できる（処理すべきだ）とする英米学
者に共通する見解と，車利用者全員による相互扶助的強制国営保険の方が交通
事故稜害者と遺族の救済にはより適切であると考える，日米を代表する両学者
の塞本的スタンスの差を反映したものと言えよう。なお，工一レンッヴァイク
教授の主張は，責任保険制度を止揚して災害保険制度にしない限り，被害者の
抜本的救済は不可能とするところに真骨頂があ孔
吸．賠償水準と保険金額
　自賠法案の審議でもっとも白熱した論点の一つが，この賠償水準と保険金額
をめぐってのものであった。以下にまず当時の審議の模様を見てみよう。
（1）1955年6月17日の衆院運輸委での参考人・京極友助氏（前出）の発言。
　「保険料が安くなければわれわれはやっていけない，保険料を安くすること
の一つの方法といたしまして，賠償金額（「保険金額」のことと思われる一鈴
木注）を再検討していただくことが必要じゃないか。」「従来われわれが運送業
者といたしましての長年の経験によりましても，死亡の事故で20万を超過する
事故というものはきわめてまれでございます。これを死亡を20万，重傷を7万，
軽傷を2万，1事故の総額を30万という程度に圧迫されていいのではないか，」
「従って20万というと安いようでありますけれども，双方の責任，双方の過失
という場合が多いことを考慮いたしますと，大ていのケースは20万以下で済む
ということになると考えます。」（衆22号p．3）
　この発言で注目されるのは，死亡事故で20万円を超える事例は当時きわめて
稀だったと言っている点であろう。
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（2）1955年7月8日の衆院運輸委での関谷勝利委員と眞田政府委員（前出）
との質疑。
質問（関谷委員）「この保障法によって定められております死亡の場合は30万
円，重傷の場合は10万円，軽傷の場合が3万円，こういうことになっておるの
でありますが，この金高はいかなる場合におきましても最高隈度を払うのか，
あるいはまたそれが死亡した場合にも，その事故の原因等によって最高30万円
よりも少ない金額と申しますか，時によりますと10万円あるいは20万円でも済
ますことができるというふうなことになるのかどうか，この点をちょっと承っ
てみたいと思います。」（衆27号p．4）
答弁（眞田政府委員）「事故の原因によりまして被害者の方にも過失がありま
したような場合には，過失相殺ということで必ずしも30万まで支払うというこ
とにはならない場合も多々出てくると思います。」（同上・同頁）
（3）1955年7月131ヨの衆院運輸委での眞日ヨ政府委員（前出）の発言によると，
賠償額水準は把握できていたとのこと。すなわち，「大きな事故については大
体のところはわかっておりまして，今までのところは死者に対しては大体20万
から30万というのが，大きな事故が起きました場合の支払いの金額であります。
それから重傷の場合には5万から10万くらいの額になっておりますので，この
20万ないし30万のうちの30万を保険の限度ととり，また5万ないし10万という
重傷に対する賠償金の10万というものを保険金として考えた，こういうことで
ございます。」（衆28号p．8）
　以上を見ると，自賭責保険の発足時に決められた保険金額，死亡＝30万円，
重傷＝10万円，軽傷＝3万円は決して任意に決められたものではなく，十分な
根拠に基づいて決められたものであることが分かる。
（4）上の（3）の発言に引き続き，眞田政府委員は以下の発言をしている。
「現在では，判例的にはすでに3条と同じような建前で進んでいるわけであり
ます（実質無過失責任の意一鈴木注）。」「実際にわれわれの方で調べてみまし
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た判例その他でも，大体死者については30万円程度という例が多い関係から，
そういうふうにきめたわけでありまして，（自動車運輸業者の一鈴木附加）負
担がふえるであろうということは，確かに払うべきものを今度（後）は払わな
くちゃいけないという意味においてふえてくると思います。」（衆28号p．9ジ
　この発言によっても，自賠責保険の発足時の死亡保険金額・被害者一人30万
円というのは，大きな事故について当局が把握していた賠償額の平均値である
にとどまらず，当時の判例上も妥当な額であったことが知られる。
　なお，この死亡30万円，重傷10万円，軽傷3万円という政府当局が予定した
保険金額について，我妻教授は「あまりにも少な一い。」と述べている（上掲書
p．332）。他方，参議院の公聴会に公述人として出席された加藤一郎助教授
（当時）も，諸外国の例と比べ「かなり低いようであります。」と同意見を述
べているが，同時に，「一応これでスタートをしてみて，その」緒果でまた考え
ていくということでよろしいのでは」と譲歩を示している（参公1号う．3）。
（5）当局は，当初は1事故当たりの限度額の設定を意図していたよう■である
が，衆参両院での審議が進むにつれ，この設定を断念している。当局が当初！
事故当たりの限度額設定を意図していたことは，’！955．6．14の参院運輸委での
眞田政府委員の次の答弁で明らかだといえる。
（木島虎蔵理事の質問に答えて）rただいまの試案といたしておりますのは，
1事故当りと一人当りと両方考えておりまして，一人当りは死者が30万，重傷
10万，軽傷3万という数字を考えております。それから1事故当り乗合自動車
にっいては10む万円，山営業用乗用につきましでは75万，自家用乗用にづき・まし
ては50万，普通貨物50万，小型貨物30万；それから軽自動車および小型二輸，
これはスクーターとかオートバイですが；30万，こういうふうに考えておりま
すむ」（参17号p．9）
　これに対して，1955．7，20の衆院運輸委の「付帯決議案」はその第1項でユ
事故当たりの限度鍍を定めることに反対を表明した。付帯決議案第1項「1，
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保険金額を政令で定めるにあたっては，本法制定の趣旨にかんがみ，1事故あ
たりの保険金額の制限を行うことなく充分に被害者並びに被保険者の利益を考
慮すること。」（衆32号p．5）まことに妥当・適切な付帯決議案といえよう。
　これを受ける形でユ955．7，2ユの参院運輸委で眞田政府委員は次のように述べ
て，1事故当りの限度額設定をしないことを明らかにしている。「つい最近ま
ではこの1事故当りについても規定するような案を持っておったのでございま
すが，各方面からの御意向もあり，事実大して保険料が増額にならないように
存じましたので，1事故当りの総額についてはその制限を取って，一人当りの
保険金額だけを定めたい，こういうふうに考えております。」（参26号p．11）
（6）1955，7．13の衆院運輸委において永山忠則委員は次のように述べている。
「ビキニの人命補償以来，人命の補償の金額が上りつつあることは好ましいこ
とだ。」「必ずホフマン方式によって100万円，子供は50万円，こういう運輸省
の紫雲丸の線に飛躍すべきだ，またそこにいくのだということが考えられるの
であります。」（衆28号p．10）
　ここに出てくる「紫雲丸」とは当時の国鉄所有の宇高違絡船で，自賠法案の
国会審議が始まる（1955．5，27）直前の5月11日午前6時55分頃，同じ宇高違
絡船で宇野発の第三宇高丸と霧の瀬戸内海で衝突・沈没し，168名もの犠牲者
を出したもの。この事故で国鉄が提示した弔慰金の額は大人で最高180万円，
最低60万円，申学生45万円，小学生40万円であった（1955．6．9付け毎日（東
京）新聞）が，それでは収まらず，結局，小学生は一人平均50万円，申学生は
一人平均55万円で解決をみたようである（参26号p．2）。ただし，大人につい
ての詳細はつまびらかでない。
X．保険料
（1）1955年6月17日の衆院運輸委での春野鶴子氏（前出）の発言。「この法
律によりますます保険料が，業者の方々に過大な負担になりましたり，そのこ
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とがひいては会社で働かれる運転手の方々にその負担をさせる，あるいは中小
企業の方の会社の自動車を使用される方々に対しては，何か自動車税と同じよ
うな増税という感じを与えたり，」「そういうことがひいては料金の値上げに
なったり，あるいは物を運搬する運搬料の値上りになったりするようなことが
あっては困ると思っております。」（衆22号p，2）
　以上は主婦連合会の代表者である春野氏の発言としては誠にもっともなこと
で，自賠責保険の保険料がタクシー料金や輸送費の値上がりに繋がっては困る
という，主婦一般が抱く当然な懸念の表明である。
（2）保険料を安くせよ。さもなければわれわれ運輸業者はやってゆけないし，
法案そのものに反対である。その一つの方法として予定している保険金額を
もっと下げよ，などの主張があることについては，すでにm（1），lX（1）で紹介
した。
（3）1955．7，20の衆院運輸委での保険料低廉化に関する三木運輸大臣の答弁。
「保険料の低廉化はごもっともなことでございます。従ってこれは公正な保険
料をきめると同時に，無事故報償制あるいは地域差あるいは業種別等の勘案を
いたしまして，公平な保険料を考えて参りたいと考えております。」（衆32号
PP．1，2）
　三木国務相は原健三郎衆院運輸委委員長（当時）の質問に答えて，上のよう
に答え，保険料の算定に無事故割引・地域差・業種別の危険差等を考慮に入れ
る意向であったようであるが，実際には諸般の事情でこれらはほとんど実現せ
ず，現在僅かに「本土」「本土離島」「沖縄」「沖縄離島」の4地域差が料率に
取り入れられているにすぎない。
（4）保険料の低廉化等については，先に紹介した1955．7．20の衆院での付帯
決議案中にもこれを見る。すなわち，同決議案第2項は以下の通り。「2．保
険料率についてはこれが低廉化を図り，その算定にあたっては，無事故に対す
る報償制の採用，交通繁雑なる地域と然らざる地域等との間における料率に差
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等を付し，輸送の態様，業種別等による事故率の差異に相応して料率に差等を
付すること。」（衆32号p．5）
（5）さらに，同決議案第3項は，総収入保険料と総支払保険金とめ聞に相当
の差額が生じた場合には，この差額を契約者に返還するように求めている。す
なわち，「3．収受した保険料総額から，支払った保険金総額と附加保険料総
額との合計額を控除し，なお相当の残額ある、ときは，これを1定の比率に
（従って一鈴木附加）保険契約者に割戻すが如き方法を考慮すること。」（同
上・同頁）この種の剰余金の保険契約者への割り戻し（還元）は，自賠責保険
料率の数次にわたる引き下げの形で近時実施されてきている（H3．4．1＝8．O％，
H5．4．1＝13．0％，H9．5．1＝7．7％）。
（6）1955．7．21の参院運輸委での一松政二委員と三木国務相との保険料をめ
ぐるやりとりに以下のものが見える。
（一松政二君）「この自動車損害賠償保障法案に反対している人のおもな理由
は，大体保険料が高いということなんです。」「日本のいわゆる損害保険の保険
料は高過ぎる。」「これもその一例にならって，これは損害保険会社がこれを非
常に成立を希望しておるといううわさもあり、ますが，もうかるから。私は保険
業者に不当にもうけさせることは絶対に相ならぬ。」「その保険料の高いのは何
ゆえかというと，これは多くは保険会社のいわゆる経費なんです。」「あるいは
保険会社の給与が問題になる。」（参26号p．4）
（国務大臣・三木武夫君）「これば営利を目的とするものではございませんか
ら，保険料率はできる限り低廉なものにしてゆきたい，こう考えており山ます。」
」（同上p．5）
（7）上と同じ工955，7．21の委員会において，政府委員である眞田登氏（前
出）は代理店手数料について蓼以下のように答えそいる。
　「普通保険料（純保険料のことであろう一鈴木注）と附加保険料のうち，附
加保険料が，その代理店の手数料と申しますか，’代理店の実費をまかないます
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ものと，それから保険会社の費用ということになるわけでございますが，この
保険につきましては，営利を目的としないということを建前といたしておりま
すので，理想といたしましては，代理店についても，その実際に要りました費
用をまかなうだけの保険の収入という形でおさまるべきものだと思っておりま
す。」「大体現在では保険料というものを100といたしますと，純保険料がその
うちの55％程度で，45％程度が附加保険（料）になっている例がかなり多いよ
うでございますが，」「実費に当るものが手数料として最初きめられて，それが
支払われる。それが現在では大体10％か15％のものが代理店に払われているよ
うであります（任意自動章保険の代理店手数料は現在17－18％一鈴木注）が，
今度の保険をやります際には，せいぜい5％程度しかそっちにやることにはな
らないだろうというふうに考えております。」（参26号pp．13，14）（現在は
7，5％一鈴木注）
（8）19556ユ4の参院運輸委で片岡重文委貝が保険料総額はどのくらいにな
るかを尋ねたのに対して，三木国務相は次にように答弁している。「附加保険
料を入れますと50億程度，普通（ママ）40億一附加保険料を除けば。そうい
うことでございます。」（参17号p，11）
X［1政府再保険
　1995年に成立・公布された自賠法が，自賠責保険の純保険料の60％を政府再
保険に出再することにした点について，自賠法発足当時から長い聞さしたる異
論がなかったのに，近年はこれが廃止を求める声が業界を中心に高いのは周知
の通りである。本項では，この政府再保険がどのような経緯で導入に決まった
のかを探ってみたい。
（1）1955．7．8の衆院運輸委で関谷委員（前出）が以下のように政府再保険の
必要性を強く否定しているのに対し，眞田政府委員（運輸省自動車局長・前
出）は下記のように政府再保険の必要性を強く主張している。
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（関谷委員）「私はこんなことなら（政府が社会保障的色彩濃厚な本保険制度
に対し国庫からの十分な財政援助をする気がないのであればの意一鈴木注），
一向政府が再保険をする必要はないのじゃないかという気がするのであります
が，どうしても政府が再保険をしなければならぬというこの意味が，どうも私
にははっきりうかがいとることができないのであります。再保険の必要はない，
こういうふうに私たちは考えるのでありますが，当局はどういうふうに考えて
おられるか，お伺いしておきたいと思います。」（衆27号p．7）
（眞田政府委員）「既存の保険会社の技術を活用しまして，この制度の運営を
はかりますのには，やはりそういった保険会社を利用することがいいと思って
保険会社ということにしたわけでありますが，本来は，この保険は杜会保障的
な色彩が非常に濃厚でありますので，やはりこの保険には国が介入した方がい
いというふうに考えまして，ぜひ再保険はやって参りたい，こういうふうに
思っております。また保険料率に営利の介入を否定しておりますので，してお
りながらかつ強制引き受けという形をとっておりますので，一一保険料が一
非常に正確な数字が出ません場合には，あるいは危険がよけい起り得るという
ことも考えられまして（赤字になる可能性もありうるということ一鈴木注），
そういったことを考えますと，全部その危険を民問の会社だけにまかせないで，
国が再保険をすることによって，その一部を国が負っていこう，こういうのが
望ましいのではないかとわれわれは考えておるわけであります。」（同上・同頁）
　以上の眞田政府委員の説明を聞くと，当局が政府再保険の採用に踏み切った
理由として，①本保険の社会保障的色彩の濃厚さ，②本保険の保険料に営利の
目的の介入が否定されている結果，収支に蛆鯖（赤字発生）をきたす可能性が
皆無ではないこと，③しかも，保険会社には契約の相手方を選ぶ権利が皆無で
あること，④そのような危険度の高い保険についての責任をすべて民間損保会
社に一任してしまって政府（国）が一切知らんぷりを決め込むのは好ましくな
い，などの理由がうかがえる。しかし，それはそれとして，眞田委員の答弁中
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に見える「ぜひ再保険はやって参りたい」との言質に象徴されるように，直接
の監督官庁である運輸省には本保険にある程度関わっていたいという強い願望
があったように想定される。新たに誕生する強制保険制度を民問損保に完全に
は渡し切ってしまいたくないという思惑がかいま見える気がするのであるが，
これは私の偏見であろうか。
（2）眞田政府委員は1955．6．2の参院運輸委でも政府再保険の必要性について
以下のように述べている。「本保険が，自動車側に付保を強制したり，保険会
社に引受義務を課したりして，社会保障的色彩が濃厚なものであることにかん
がみまして，その保険運営につきましては，国が介入することが適切と考えら
れますし．また，本保険につきましては，保険会社は引受義務を課せられたり，
保険紅率の算定に営利目的の介入を許されなくなりますので，その保険運営に
つきましては，その危険の一部を国が負担する国営再保険の形態が望ましいと
考えられるのであります。」（参12号p．3）
　この提案理由の説明では，社会保障的色彩濃厚な保険ゆえに「保険運営に国
が介入することが適切」とし，その介入の手段としての再保険の必要佳を説い
ている。昨今の再保険必要論のいま一つの論拠に触れたものといえる。
（3）1955，6．13の参院運輸委公聴会に参考人として出席された園乾治教授
（前出）は，国家再保険について次のように述べておられる。いささか長文で
あるが大事なところゆえ，全文を掲げる。
　「再保険を国営しますところの一般的な理由としましては，民間の事業にま
かしておいたのでは，保険業が普及発達しない場合とか，あるいは非常に危険
が多くてなかなか採算がとれないから再保険で危険を負担するというような場
合が，再保険を国営するところのおもな理由であると考えますが，一この保
障法案において保険会社が引き受けました保険に関しましては，その金額の点
からいいましても，現在の保険会社が負担し切れないような大きな損害は発生
しないであろうと考えられます。従って，その点から経営難が発生するかもし
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れないという心配から再保険を国営するという理由はないのでありまして，も
し再保険を国営する理由がありとするならば，前段の被害者に対する保護を十
分にするという点に帰するものだろうと恩います。つまり，社会的理由（被害
者を手厚く保護するという一鈴木注）にほかならぬというように考えられるの
であります。結局，こういう自動車の交通による災害というものは，全部を交
通事業者に負担させることはいけない。」「現在の交通の非常な輻鞍しておるこ
と，並びにそこから当然生ずるところの交通事故というものに対しては，全体
として社会が責任を持つとか，従ってまた国家がそういうものに対して最終責
任を負うというような理由からでないと，この再保険を国営する理由は生じて
こないのであります。一ここから園庫が若干保険料を負担するというような
理由も生じようかと思うのであります。」（参公1号p，4）
　国家再保険の必要性に関する上記の園教授の理由付けはきわめて正当といえ
よう。
　なお，以上に触れた政府再保険について，再保険の必要性は現時点ではもは
や薄れたとの観点からQE　C　D勧告（1987年）、および総務庁の「監査結果報
告」（1986年）がともに，政府再保険の見直しを提言しているほか，自民党行
政改革推進本部が最近「自賠責の再保険廃止」を決定したとの報道もある（本
年（2000）2月25日の日経朝刊一面記事参照）。ただ，政府再保険を廃止する
のであれば，自賠責審議会で平野浩司損保協会長も述べているとおり，自賠保
険金の支払の適正を監視するための「中立的な再審査機構の創設」が不可欠と
言えるであろう（『インシュアランス』（損保版）第3885号，p．17参照）。
x皿．相互保険案
　この「相互保険案」あるいは「相互保険構想」については，自賠法成皿削夜
に運輸業者を中心にかなり強い希望の表明があったが，結局実現には至らな
かった。その理由を一言でいえば，損保業界がハード面（全国に存在する営業
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拠点の豊富さ）においてもソフト面（人身事故をめぐる損害査定の実務経験の
豊富さ）においても信頼するに足る実績をすでに備えていたのに対して，運輸
業者の目指した相互保険案にはまだ実体らしい実体がなく，これから本格的に
立ち上げるということで，ために結局当局の信頼を得られなかったということ
である。なお，後述する国や都道府県などに対して認められた「適用除外」や，
大手運輸業者に対する「自家保険（障）」制度の容認（ともに1970年に縮小また
は廃止）も，相互保険案の推進にとってはマイナスに作用したと恩われる。
（1）1955．6．17の衆院運輸委での参考人・藤本威宏東京ハイヤー・タクシー
協会会長（当時）の発言。「この取扱い機関でございますが，われわれは当初
こういったような保険でございますれば，事業者の相互保険でできる。従って
大体千台以上を1グループとする相互保険の機関を作って，これにおいてやら
してくれ。特にこれは都市の交通事業者にとりましては簡単にできることでご
ざいます。これがまた最も実態に即しておる。また費用もかからない。こう
いった意味からこの案を主張しているわけでございます。これは本案で言えば
いわゆる自家保険主義の拡張であります。自家保険主義の拡大でございますが，
これをぜひこの本案の中に入れていただきたい。自家保険だけでなくて，そう
いった業界相互の，たとえば協同組合を作ってこれを行うとか，そういったよ
うな相互保険的なものをぜひこの中に挿入していただきたい。」（衆22号p．9）
（2）1955．7．13の衆院運輸委での永山忠則委員（前出）の発言。「この自動率
損害賠償保険というのは歴史があるのでございます。運輸省は最初相互保険制
を考えておったが，大蔵省の反対を受けて引っ込めた。」「大蔵省は保険業者，
いわゆる現在の保険会社というものに対する一種の営業制約である（ママ），
今日大蔵省がとっておる態度は，自分の子飼いであるところの事業に対しては，
あらゆる角度でこれを保護してやる。」「遂に大蔵省の，この保険会社の事業を
制約する（保険会社にだけ事業をまかせるという意味であろう一鈴木注）とい
う考え方，金融資本的な強い考え方等によりまして，運輸省当局がこれ（相互
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保険制のこと一鈴木注）を引っ込めざるを得なくなったということが，第一の
歴史である，」云々（衆28号p．5）
（3）以上のような主張に対し，眞田登政府委員（前出）は，1955．7，21の参
院運輸委で以下のように答弁している。「保険会社を使わない方法を考えてみ
ますと，やはり自家保障をここで規定しておりますことをやるか，あるいは相
互保険組合式なものでやるかということになるかと思います。一rそういっ
た相互組織で最初出発するのと，保険会社を利用するのと，どちらがうまくい
くだろうかという見地から，保険会社を利用しよう，こういうことでございま
す。」（参26号p．6）
（4）さらに，既存の保険機構（民営）を活用した方が附加保険料が安くなる
のではとの山縣勝見委員の質問に対して，眞田政府委員は以下のように答えて
いる。
　「組合の保険をやりたいというふうな希望が相当ございますが，そういった
ところの組合の状況を見ておりますと，現在ではほとんど人手もなしに，ごく
細々と組合の関係の仕事をやっておる程度でありまして，もしそういった保険
をやるといたしますれば，相当な専門家を雇い入れ，新たな施設その他を整え
て出発しなくちゃならぬ。そういうことでございますと，お話の通り，最初は
確かに附加保険料に該当する部分が高くつくということも，私たちの最初保険
会社を利用しようとした考え方の一つでございます。」（同上・同頁）
（5）眞田政府委員はまた，ある種の団体が自らこの保険を営みたいと申し入
れてきた場合はどうするつもりかとの山縣委員の質問に対して，以下の答弁を
している。「この法案にございます通り，最初そういった団体に対しては，保
険を営むことについてはわれわれとしては考えておらないわけでございまして，
将来こういったものの組合が相互保険式のものをやりたいといってきました際
に，どうするかというお話だと思います。これはいろいろと相反する御意見が
ございまして，保険のようなむずかしい仕事をそういったしろうとの人の集ま
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りがやることは無理だという意味から，保険会社に全面的にまかすべきだとい
う御意見と，もう一つは，車を持っておる人たちが自分の保険だということで
組合を作ってやって，そうしてお互いに事故も少くしてゆくことによって保険
料も安くしてゆくということで効果があるのじゃないか，だから，相互保険を
考えてゆくべきだ，こういう御意見と，両方あるわけであります。衆議院にお
きまする論議も，この点が非常に活発でございまして，衆議院方面の御意向で
は，むしろ将来相互保険式のものを認めてゆくべきだという御意見であったよ
うに思うのであります。私たちといたしましては，保険事業のむずかしさも十
分よくわかっておりますので，十分これについては検討して参りたい。いずれ
にしましても，現在のような状態では，受け入れ態勢など全然できておりませ
んから，今ここしばらくの間にすぐ相互保険会社的なものができるかという御
質問でございますと，それは非常にむずかしいのではないかというふうに考え
ております。」（同上p．10）
　以上の議論に見られるように，運輸業者の問には団体を作って相互保険会社
方式または協同組合保険方式で新設の強制保険に自ら関わっていきたいとの意
欲があったようであるが，何せ実体が整わない段階での話ゆえ，早急の用には
問に合わないという点が問題であり，結局，実績と豊富な経験を武器に積極的
な誘致活動を展開した民聞損保に軍配が上がる結果となった。この結論は当時
の事情に照らし十分納得のゆく結論であるが，もしもその後に自動軍所有者自
身の手になる相互保険方式が日の目を見ていたら，その後の展開は随分と違っ
たものになったのではあるまいか。特に，下積みの自賠責保険の非営利性と，
上積みの任意保険のもつ営利性との相克の多く（一例を挙げれば，自賠責保険
の保険金額の引き上げをめぐる政府（具体的には運輸省）と業界との角逐な
ど）は発生せずにすんだのではないかと考えられる。その点で，幻の相互保険
案には今でもそれなりの魅力があるといえる。
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X皿．国庫補助
　新たに作られる制度が優れて「社会保障的」であることを理由に，応分の国
庫補助をすべきだとの主張は随分と頻繁に見られる。以下では，そのうちの幾
つかについて紹介したい。
（1）1955．6．17の衆院運輸委での参考人・京極友助日本トラック協会副会長
（当時）の発言。「これは非常に社会保障制度でございます。従ってこれにつ
きましては，相当な国庫補助があっていい性質のものであると私どもは考えて
おります。」（衆22号p．3）
（2）同じ委員会において，藤本威宏参考人（前出）は，次のように発言して
いる。
　「特に多数車両を持っておる交通事業者の立場からいいますと，これは一種
の税金である。税金以外の何ものでもない。こういった保有者からの保険金
（「保険料」の誤りだと思われる一鈴木注）によって政府が社会保障を行う，
これ以外のものではないと考えております。」「従いましてわれわれといたしま
して少くとも社会保険のにおいが強い部分においては，当然国家が強力な保障
を行うか，あるいはこれらを十分負担してやっていけるだけの保護を交通事業
者に対して与えるのでなければ，一このような無過失責任主義というものは
とうていとり得ないと考える次第でございます。」（同上p．9）
（3）1955，7．13の衆院運輸委でも永山忠則委員から同旨の主張がなされてい
る。すなわち，「問題の焦点は，これが民法上の709条と本法第3条との関違性
において，業者が非常な負担を受けて（強いられての意一鈴木注），営業がと
うてい成り立たない状態に追い込まれるのではないかという点であります。こ
れは結局無過失損害賠償でございまして，補償責任を加害者が持つのでござい
ます。いわゆる無過失損害賠償の範曉であり，社会保障の範曉であるというこ
とは，もう言を左右にすることはでき得ないのであります。その意味において，
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私はどうしても政府はこれに対して助成をするということが，絶対の原則でな
ければならぬと思うのであります。」（衆28号p．6）
（4）このような運輸業者やその代弁者である委員の国庫補助必要論に対して，
政府は本法で加害者の責任に関し無過失責任主義を採用しても，それで直ちに
業者が経営的に行き詰まることはないとして，以下のごとく反論している。
　上記委員会での三木武夫運輸大臣の答弁。「一，この賠償保険金の支払い
のために，日本の自動車（運輸」鈴木附加）業界が非常な窮地に陥るというよ
うなことはありません。」（同上p，7）
　同様に，眞田政府委員も業者の負担増にはなるまいとして，以下のように述
べている。
　「現実の賠償額の支払いが全部30万，10万，3万とはなっておりません。
従って今まで被害者がそれより少い金額でしんぼうをさせられていたというこ
とでありまして，もしこれだけの金額が払われるということになれば，確かに
被害者はそれだけの救済が得られ，加害者側は今まで払ってなかったものを払
うということはその通りでございますが，実際は払うべきものを払わなかった
ということでありまして，それを払わせようというのが今度の法律の趣旨でご
ざいますが，なおわれわれの方で事業者についての運賃の原価計算をいたしま
す際には，必ず事故賠償金というものを何がしか見込むというようにして原価
計算をやっているわけでありまして，従いましてキロ当り30円なら30円という
タクシーの原価が出まして，これが実車率その他の関係で2キロ当り80円なら
80円というふうにきまっておりまして，この中に賠償のために充てる金が，た
とえばキロ当り60銭というふうに入っているわけであります。その金額が今度
の賠償を強制したものと比べてどうかという問題はございますが，かりに1万
円の保険料を年に払うといたしますと，一日約30円と考えられるわけでありま
す。現在の東京近辺では，タクシーは一日300キロ近く走っているのが普通の
ようであります。いい悪いは別といたしまして，300キロ走っておりますと，
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この30円が（キロ当たり一鈴木附加）10銭という計算になるわけであります。
キロ当り10銭というものが強制保険で加重されてくる。今まで事故賠償金とし
て考えておりました60銭程度のものの中から，強制の保険料としてそれ（10銭
r鈴木注）だけを差っ引いて払ってもらいたい，ということであります。」（同
上p．8）
　以上のような議論の結果，本案に関しては運輸業者等に対する国庫補助は一
切なされず，「再保険特別会計」関連の業務費として1，839万6千円が1956年度
の一般会計予算に計上されたにとどまる（参12号p．3参照）。
W．適用除外（1970（昭和45）年に大幅に縮小）
　この「適用除外」という制度は，次に触れる「自家保険」と並んで1970（昭
和45）年に原則的に廃止されるわけであるが（適用除外の範囲を大幅に縮小し，
現在でも政令で適用除外とされているのは，自衛隊・米軍・国違軍関係σ）車両
と構内専用車のみである筥木宮他・前掲書p8参照），法案の成↓前夜にはか
なりの議論を呼んだものゆえ，ここで議論の粗筋を紹介しておきたい。
（1）1955．6．17の衆院運輸委幸こおいて参考人であ、る鈴木敏樹横浜市交通局長
（当時）は，以下のように述べている。
　「法案の第5条は，強制保険制度を規定いたしまして，これに対して第10条
はこの強制保険の制度を国，専売公社，国鉄，電電公社，都道府県等につきま
しては，適用を除外すると書いてございます。これは主といたしまして賠償能
力の点からの御考慮によるものと承っておりますが，府県以外の地方公共団体
でも相当の蕩模，，1能力のある都市につぎましては，．当然そういう考慮が払わる
べきものではないかと思うのであります。」「地方自治法第155条第2項に規定
しておりまする政令で規定する都市，すなわち京都市を初めといたしまする5
市くらいは，これは考慮に入れることは当然過ぎるほど当然ではないかと思う
のであり」ます。」（衆22号p．6）
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　これと同旨の主張は1955．7．20の衆院運輸委でも岡崎英城委員によってなさ
れている（衆32号p．3）。これらの主張を容れてか，成立した自賠法では，京
都市をはじめ当時の政令指定都市であった五大市も適用除外とされた。
（2）ユ955．7．21の参院運輸委での眞田政府委員の答弁。「今度除外いたします
国の関係，その他地方公共団体等の関係の箪は，一大体130数万両の車のう
ち9万両程度というふうに考えておるのであります。」（参26号p．9）
　この眞田政府委員の答弁に対して入交太蔵委員が以下のように疑聞を呈して
いる。「こういったような除外例をたくさん作るということは，これは問題を
起すもとじゃないかということと，どういうふうにしてこんなに除外するのだ
ろうというふうにここに疑問を持つという結果になるのじゃないか，一。」
（同上p，10）
W．自家保険
（1）この自家保険については，なぜ一部の業者に限ってこの種の特例を認め
るのかをめぐり激しい反対論が展開されている。一例を挙げると，1955．7．13
の衆院運輸委において永山忠則委員は「自家保険」を認めたことを以下のよう
に激しく非難している。「業界の方では，100台以上持っておるバス会社，ある
いは300台以上持っておるところのタクシー，ハイヤー，これの中核をなすも
のは日通でありましょう。あるいは大会社でありましょう。これらの人々が
（本法案に一鈴木附加）猛然と反対をいたしました。自家保険を認めれば賛成
してやろうということで，運輸省当局に申し出た。」「大企業者がこの案を考え
られたのは3年前ないし4年前であります。その当時から絶えず大企業家と大
蔵省とが折衝を続けられまして，ようやく大企業者をこの自家保険で押えて，
それがまとまるという前提にのっとって，事務当局が決議をいたした（ママ），
一。」（衆28号pp．5，6）
（2）1955．7．20の衆院運輸委においても山本友一委員から同旨の反対論が開
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陳されている。「この法案は一社会制度的な性格を持ちながら，第一に予算
的の裏づけが少しもなく，業者の負担においてのみこれを行わんとするところ
に非常に無理がある。しかもまたその構成の要素である業者の中に，有力なる
メンバーがこれから除外されておるということであります。」「そもそも保険経
済を健全化ならしめるためには，これらの強いものも入れ，あるいは各官庁も，
一自治体に属します分も全部入れることが，原則上ほんとうではないか。」
「これらの強いものもお互いに力を合せてこそ，相互扶助の精神が出るのじゃ
ないか。偉いものは抜いて弱いものだけやれという原貝蛆は，私はあくまでも反
対であります。」（衆32号p，3）
（3）これらの厳しい，しかし当然な反対論に対して，三木運輸大臣は
1955，7．26の参院運輸委で以下のように答えている。「最初にこの保険は自家保
険を認めないで，全部一律にせよという声もあった。」「しかしこういう新しい
試みでありますから，保険事業があまり理屈の筋ばかり通って運用面において
円滑にいかないということも，これもいかがかと思って自家保険を認めたわけ
でございますが，一。」（参27号p．7）
　以上のように述べて三木運輸相は，上記の永山忠則委員の指摘を実質的に肯
定していると言える。なお，自家保険の積立金に税法上の優遇措置（損金処
理）を認めるか否かに関し，三木運輸相は同じ委員会でこれを否定する以下の
発言を行っている。、「自動車の所宥者に対する負担の公平の見地から見まして
自家保険の方々に税法上，あるいは会社企業経理上茱特別な便宜を与えるとい
うことは公平を失するのではないかという考えで私どもは賛成をしておらない
ρでございます。」（同上・同頁）
XW．’免責事由
免責事由をめぐる議論で提え得たのは以下の2点のみである。
（1）1955．6．2の参院運輸委において同法の説明にあたった眞田政府委員は同
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法の免貢事由について以下のように述べている。「第14条は，商法第641条の特
則であります。現行法によりますと，保険契約者または被保険者の悪意による
場合はもとより，重大な過失による損害についても保険会社は免責になるので
ありますが，これでは被害者の保護に万全を期せられませんので，保険の範囲
外であります悪意の場合についてのみ免責とし，重大な過失による場合その他
いかなる場合にも免責を認めないこととしたのであります。」（参12号p．2）
（2）1955．6．14の参院運輸委でも「不可抗力」をめぐり以下のやりとりがな
されている。
（仁田竹一理事）「この無過失の中には不可抗力といいますか，天災地変，こ
れをも含んでおりますか。」（参17号p．9）
（眞田政府委員）「これは不可抗力の場合は，初めから除外されておりますの
で，免責になるわけであります。」（同上p．10）
§　むすび
　以上で，本研究ノートを閉じようと恩う。衆参両院の各運輸委員会での審議
内容を記録した「会議録」には，本研究ノートで紹介した以外に誠にさまざま
なことが記載されており，その中から肝腎と思われる箇所を探し出して整理す
るだけで，疲労困億というのが正直なところであった。しかし，拙いながら本
研究ノートを起草することで，自賠法成且則夜の国会での議論の粗筋はおおよ
そ掴めた思いがする。これを機にまた新たな挑戦に立ち向かいたいと思う。
追記：　本稿を草するにあたっては，かつてのゼミ生で，現在は国立国会図書
　　　館にお勤めの遊佐啓之君に資料の入手などで大変お世話になった。ここ
　　　に記して心からのお礼を申し上げる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2000．3．14稿）
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